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1， は じ め に

　近年，土 地 の 高 度 利 用 ・
有効利用化 が進 み，従来で は

考え られ な か っ た よ うな既設構造物 に対 す る 近接 工 事が

急増 して い る 。 最近 の 近接工 事の 特徴は，従来の 近接工

事 と比較 して ，工 事規模が大 き くな っ た こ と，既設構造

物 との 離隔が 著 し く小 さ くな っ た こ と等が あげ られ る 。

こ の た め影 響予測 や 対策工 の 設計等の 技術的な検討 に，
よ り高 い 精度が求 め られ る よ う に な っ て きて い る。ま た，

近接 施 工 が 計画 さ れ た 時点 で の 影響予 測 と近接施 工 対策

の 進め 方 に ，担当者 の 主観の 相違 に よ る 差 が 少な か ら ず

生 じて お り，また ，経験 を有す る専門家に 判断を 委ね ざ

る を 得な い ケ
ー

ス も増えて い る。

　 こ れ ま で ，都市部 に お け る鉄道 トン ネル工 事は，比較

的土 被 りの 浅 い 駅部は開削工 法，駅間 は シ
ー

ル ド工 法 に

よる こ とが 主 流 で あ る が，最近 で は，山岳 工 法 トン ネ ル

（い わ ゆ る都市 NATM ） の適用 も増大 して い る。また ，

大深度地 下 鉄道 が再度注 目され，都心 部 へ の 鉄道乗 入 れ

を具体的 に 検討す る 気運 も高 ま っ て い る。

　現在，  鉄道総合技術研究所（以下 ，鉄道総研 と略 す ）

で は，鉄道事業者が，都 市 NATM に よ り経済的 な トン

ネル 設計 を行え る よ う， 都市域 で の 所要条件 （近接 施 工 ，

地 震 ， 地下水等）を満足 した都市 NATM の 技術基準 の

整備 を行 っ て い る 。

　ま た，鉄道総研 で は，山 岳工 法 で建 設 され た トン ネル

に 近接 して 新設 工 事が 計画
・
実施された場合 に，近接施

工 に よ る影響 を的確 に予測 し，列 車運行 の 安全を確保す

る こ とを 目的 と して，「既設 トン ネル 近接施工 対策マ ニ

ュ ア ル （平成 7年 1月）」
1）（以下 「マ ニ ュ ア ル 」 と略 す ）

を作成 した。「マ ニ ュ ア ル 」 で は，近接工 事 の 種類 ご と

に近 接 度 を「無条件範囲」，「要注意範囲」， 「制限範囲（要

対策範囲）」 に 区 別 し，こ の 区分 に 応 じて 事前調査，影

響予 測 ，対策工 ， 安全監視等が行 え る よ う構成 され て い

る。

　こ の 報 文 で は ，今後都市部で の都 市 NATM の 増大を

考慮 し，近接度 の 区分と影響予測 を 中心 とした 「マ ニ ュ

ア ル 」の骨子 お よび 既設 トン ネル に近接 した 施 工 事例を

紹介す る 。

July，1999

2． 近接施工 および近接度の 分類

　2，1 近接施工 の分類

　既設 の鉄道 トソ ネル に対 して 行 わ れ る近接工 事 は，下

記の よ うに 分類 され る。

 

 

 

 

 

 

 

 

トン ネ ル の 併設

トン ネル の 交差

トン ネ ル 上 部の 開削

トン ネル 上 部の 盛土

トン ネ ル上 部 の 構造物基礎

トン ネ ル 側部 の 掘削

トン ネ ル上部の 湛水

地盤振動

　 こ れ らの 想定 さ れ る 工事に 対 して ， 現場 の 地形 ， 地質，

環境条件 や既 設 トン ネ ル の健 全 度 ，予 測 さ れ る影 響 等 を

勘案 して 対策 工 事や 影響監視を実施 す る 必要 が ある。

　既設 トソ ネル で は
一

般 に，盛土 や構造物基礎の よ うに

荷重が増加 す る場合は ，その 方向 か ら押され る よ うな変

形 モ
ー

ドとなり，逆 に上 部開削や 側方 掘 削 の よ うに荷重

を 除 去 す る場 合に は，掘削 さ れ る方向 に 引張 られ る よ う

な 変形 モ
ー

ドとな る 。 表一 1は ， 近接工 事の分類ご とに，

想定 さ れ る変形挙動を 示 した もの で あ る 。

　 2．2　近接度の 分類

　「マ ニ ュ ア ル 」 で は，近接 工 事 が 下記 の どの 範囲 に 含

ま れ る か に よ り，事前調査，影響予 測，対策工 ，安全監
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 l

視 ， 工事記録の 進め方を 具体的 に 提示 して い る 。

　  無条件範囲
…
新設構造物の 施工 に よ り，既設構造

　　　　　物 に変位や変形等の 影響が 及 ば な い と考 え ら

　　　　　れ る範 囲。

　  要 注意範囲
…新設構造物の 施工 に よ り ， 既 設構造

　　　　　物 に変位や変形等の 影響が及ぶ可能性があ る

　　　　　範囲 。

　  制限範囲 （要対策範囲）
…

新設構造物 の 施工 に よ

　　　　　り，既 設 構造 物 に 変 位 や 変形 等 の 影 響 が 及 ぶ

　　　　　た め，必要な対策 工 を行 うか，計画変更を要

　　　　　す る範囲。

　表
一 2 お よび 図

一 1は，トン ネ ル を 併設 した場合に お

け る 無条件範 囲，要注意範 囲，制限範囲 （要対策範囲 ）

を示 した もの で，既設 トン ネ ル の 健 全 度 と併設 トン ネル

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 9
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表一1　 近接施工 に よ る既設 トン ネル の 変形挙動

近接施 工 の 種類 想定 され る既 設 トン ネル の 挙動

トン ネ ル の 併 設 ・既 設 トン ネル が，近接 した併設 ト ン ネル の 方に 引張 られ る よ う に 変形 す る．
・併 設 ト ン ネル の 施工 に よ り，既設 ト ンネル の 周辺 地 山が 緩み ， そ の 結果 ， 覆 工 に 作用 す る荷重が

増加す る．
トンネ ル の交 差 ・一般 に，新設 トン ネル が既 設 トン ネル の 上部 を通過す る場合は，影 響が 少ない ．ただし，離隔が

小 さ い と，ア ーチア ク シ ョ ンが 損な わ れ，覆工 に作用 す る荷重が 増加する，
・新設 トン ネル が 既設 トン ネル の 下部を通過する場合は，既設 トン ネル を沈下させ るこ とに な り，
影響を受け やすい ．

トン ネル 上 部の 開削 ・トン ネ ル上 部の 開 削 に よ り，土被 り圧 が 除荷 さ れ，鉛 直 土圧 に対 す る側圧 の 比が 大 き くな り，天

端へ の 突 き上 げ が生 じ る，
・土被 りが小さ い と地 山の ア

ー
チ ア ク シ ョ ンが 損 なわれ，覆工 に作用す る鉛直土 圧が 増加す る．

トン ネル 上部の 盛土 ・
トンネル 上部盛土に よ り，覆 工 に 作用 す る鉛 直 荷 重 が 増大 ．

・土被 りが大 きい 場合 に は，増加荷 重が 分 散 し，影 響 は 小 さ い．
・盛 り立 て が 均等で ない 場合 には ， 覆工 に 偏圧 が 作用 す る．

トンネ ル 上部の 構造 物 基

礎

・基礎 の 掘 削時は ，上部 開削と同様 であ るが，その 程度 は一般的に小さい ．
・上部構造物施 工 時は，上 部盛土 と同様，上載 荷 重が 増加 す る

トン ネ ル 側部の 掘 削 ・掘 削 され る方 向に 引張 られ るよ う に トン ネル が 変形す る，
トンネル上 部の 湛水 ・動水勾配が上昇 し， 水圧 が作用 ， あるい は漏水量の増加

地盤振 動 ・近 接 して 大 量 の 火薬 を使用 する よ うな 工 事が 行わ れ ると，動的荷重が覆工 に作用 し，覆工 にひ び

れ れが 生 じた り，す で に ひび 割 れや 剥 離が あ る場 合 には ，覆工 片が落 下した りす る．

表一一2　 近接度の 区分 （トンネ ル の 併設 ）

既設 トン ネル

の 覆工 の 健全

　 　 度

両 トンネル の

　位置関係
トン ネル の

　 離 隔
近接度の 区分

新設 トン ネル が 1．5D 以内 制 限 範 囲 （要対 策 範

既設 トンネル よ り 1．5〜3D 囲）

AA
上に位置する． 3D 以遠 要注意範囲

無条 件 範囲
AlA2

新設 トン ネル が

既設 トン ネル よ り

2D 以 内

2〜3D
制 限 範 囲 （要 対 策 範

囲）

下に位置する． 3D 以 遠 要注意範囲

無条件範囲

新設 トンネ ルが lD 以 内 制限 範 囲 （要 対 策範

既設 トンネ ル よ り 1〜2．5D 囲）

BC
上に位 置 す る． 2．5D 以 遠 要注 意範囲

無条件 範囲

S 新設 トン ネル が

既設 トンネル よ り

1．5D 以 内

1，5〜2．5D
制 限 範 囲 〔要 対 策 範

囲）

下 に 位置する． 2．5D 以 遠 要注 意範囲

無条 件範囲

無

既設
覆工

　 B

囲

ネル

全度

A2

図一1　 近接度の 区分 （トソ ネ ル の併設 ）

の 位 置 関 係 に よ っ て 判 定 区分 を 行 う こ とが 可 能 とな る。

なお ， 判定区分 に お ける D （トソ ネル 幅）は，トン ネル

覆工 外面の 鉛直高 さ，水 平幅の うち，大 きい 方 の値を 採

る こ と と した。

　表
一 3お よび 図

一 2 は，既 設 トン ネ ル 上 部 を開削 した

場合 に お け る無条 件 範囲，要注意範囲，制限範囲 （要対

策範囲） を示 した もの で ある。こ こ で ，残存土被 り比 と

は ， 切取 りに よ っ て 残 る土 被 りの ， もとの 土 被 りに 対す

る 比 で ，hfH で 表 す （h ： 残 る 土被 り，H ： 元 の 土被

り）。

3， 影 響 予 測
2＞

　3．1 近接施 工事例 の 分析

　近 接施工 に お け る影響予測 を行う上 で，過去 に おける

類似の 施工 条 件 の データは 貴重 な参考資料 とな る 。 図
一

3は，過去 の 実績 に基 づ き ， 土被りの変化 とその 影響 を

示 した もの で，何 らか の 変状が生 じた トン ネル は ， 切取

り領域 の み に 見 られ る こ とが わ か る。また，図
一 4 は ，

対 象 工 事 の 離れ と変位量の 関係を 示 した もの で，何 らか

10

表
一3　 近接度の 区分 （トン ネ ル 上 部の 開削）

残存土 被 り比

　 h／H
近接度 の 区分

0，25未 満

0．25〜0．50
．5 以 上

制 限範囲 〔要対 策 範 囲 ）

要注意範 囲

無条件範 囲

T
一 掘削前の地表面

図
一2　近接度 の 区分 （トソ ネ ル 上 部の 開 削）

の 変状 を生 じた トン ネ ル は 側方掘削 に よ る もの の み で あ

り，併設 トン ネ ル で は生 じて い ない 。 また側方掘削で は，

21 ）以下 に接近す る と，変位の 増加 と変状 の 発生 が 認め

られ ，併設 トン ネ ル で は 4D 以 上 の 離れ で も 2〜3　mrn

　 土 と基礎，47− 7 （498）
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図一3　 近接 工 事 とそ の 影響 （十．atりの 変化 とそ の 影響）

書

謡
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超

o

図
一5

　 　 4　　 　　 　　 8　 　　 　　 　 12

　 　 水 平 幅 （D）

解析 領域の 影 響 （水 平 方 向）

6

君 4s

ユ剛

週

榔 　2

Oo
　 2　 　 　 　　 　 　 4

対象工事との離れ 〔Dl

6

図
一4　 近接工 事 とそ の 影響 （対象工 事の 離れ と変位量 ）

の 変位 が 生 じる場 合 が あ る 。

　 3．2 影響解析

　近接工 事に伴う影響予測 の 手 段 と して ，FEM （有限

要素法）な ど数値解析方法 が一
般的 に 用 い られて い る。

数値解析 は ，複雑 な 地 形や 地 盤 条 件，施 工 条 件 等 を考 慮

す る こ とが で きる た め，近接工 事 を事前 に シ ミ ュ レ
ー

シ

ョ ソ す る手段 と して 有効 で あ る 。 しか し，解析方法 の 選

択 や解析領域 の 設定，入 力す る物性値 の吟味などの 問題

もあ り，結果 の 解釈 に お い て は こ れ らの 点 を十分考慮 し

た 上 で そ の 妥当性 を判断 す る 必 要が あ る。

　FEM で 解析を 行 う場合 に は ，そ の解析領域 の 大 き さ

を決定 す る こ とが 必 要 に な る 。 こ の た め ， 水平方向に つ

い て 片側 を 2D （D ： トン ネ ル 幅）〜1001），垂直方向

は トン ネ ル 下端 よ り 1〜5D ま で 変化 さ せ，トソ ネ ル を

掘削 した 際 の 地表面沈下形状 が どの 範囲まで 影響を及 ぼ

す か検証を行 っ た 。 そ の 結果 ， 水 平方向に つ い て は，片

側 7D ，垂直方向に つ い て は トン ネル 下端 よ り3D 程度

の 解析領域 が確保 され て い れ ば 実用 上 十 分で あ る こ とが

わ か っ た。水平方向の 解析領域が 解析値 に 与 え る影響 を

図一 5 に 示 す 。

　 3．3 許容値

　近接施工 が 計画 され，影響予 測 を行う場 合 お よ び工 事

表一4　 覆工 の増加 応力 の 許容 値

既 設 トン ネル 覆工

の健全度 判定 区分

増加引 張応力

　　 1cm2
増加圧縮応力

　k 　 cm2

AA 3 10

AL
，
　 A 5 20

B ，C ，　 S 10 50

中の 安全監視を行 う場合に は，（D構造物 の 安定，  軌道

管理，（3＞建築限界 の そ れ ぞ れ の 立 場 か ら許容値を設定 し

て 列車運行 の 安全確保 に努 め る必 要 があ る。

　構造物 の安 定 は，こ れ ま で の 施 工 実 績 か ら判 断 して，

表
一 4 に 示す覆工 の 応力増加 の 許容値を目安 として 判定

す る こ と と して い る 。 こ れ は ， 現状の 覆工 応力状態の 把

握 が 甚 だ難 し く，覆工 の 健全度判定 に よ り大まか に 区分

し，許容値 を設 定 しな け れ ば な ら な い た め で あ る。

　 また ，軌道管理 は， トン ネル の 沈下，浮上 が り等に よ

り軌道狂い が生 じ る と，列車の 安全運行に悪影響を 生 じ

る の で ， 軌道整備基準を侵さない 範囲内で 許容値 を 設定

す る必 要 が ある。

　建築限 界 は ，近接施工 の 影響 に よ り，定め られ た 建築

限界を侵す よ うな トン ネ ル 断面変形 が 生 じ る こ とを避 け

な け れ ば な らな い 。 した が っ て ，建築限界を侵 さ な い 範

囲で許容値を設定する 必 要がある。た だし，一
般 に は，

建築限界が侵され る ほ ど変形す る よ り も覆工 応力 の 許容

値 を越 え る 方 が早 い こ とが多 い
。

4， お わ り に

　表
一 5 に既設 トン ネル に 近接 し て，トソ ネル の 交差，

上部切取り等が 施工 され た 際の ，事前 の 影響予測 ， 計測

結果等 の 事例 を示す。

　都市部 で は ， シ
ー

ル ド，開削 トン ネル の イ メージ が あ

る が，こ れ ら に対する基準類は ，個 々 の 事業者 ご とに策

定 さ れ て い るの が現状 で あ る。鉄道総研 と して も，今後，

シ
ー

ル ド，開削等の トン ネル を対象 と した近接施工 マ ニ

ュ アル策定 に 向け 検討 を進 め る予定 で あ る 。
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表 r5 　 既 設 トン ネル 近接施工 例

トンネル 概 要

延 長 ：579m

建 設 ；昭和 5年

形式 ：単線非電化

覆工 　：コンク1）一．トブ Vvク．
　 　 　 コン列一ト
巻厚 ：23 〜 64cm

インA
“一ト：無 し

軌道 ：バ ラスト

エ 法 ：不 明

土被 り ：25m

延 長 ： 3502m

建設 ：昭和 52年

形 式 ：新幹線

覆 工 ：コンクリート
巻厚 ：50〜90cm

インバート： りょ う盤有

軌道 ：スラ7
“

工 法 ：底設導坑先進

　　 上 部半断面

土被 り ：93m
延長 ： 1430m

建設 ：昭和 58 年

形式 ：複線電化

覆工 ：コンクリート
巻厚 ： 40  

インハ
“一

ト：無 し

軌道 ： スラブ

エ 法 ：NATM
土被 り ： 17m

延 長 ：866m

建設 ：昭和 50 年

　 　昭和 60 年補強

形式 ：単綜

覆工 ：鉄筋コンタリート
巻厚 ：30〜50c皿
イン11

“一
ト：有 り

軌道 ：スラ7“

工 法 ：シールド

土被 b ：23m

地形 ・地質

丘 陵地形

砂 岩

石 英安 山 岩

新第三 紀

凝灰角礫 岩

安 山岩

砂 岩

新第三 紀

中新世

凝 灰 角礫 岩

切 取 面 程 度

まで 風化

市 街地

洪積世

砂礫

土丹

近接工 事概要

電 化 工 事 に 伴 う

JR 新 設 トン初 と

の 交 差 及 び 既 設

トン初 の改 築

交差角 ：約 10
°

平面交差

ゴ ルフ場 新 設 工 事

に伴 う新 幹線 トン

ネル上 部の 切取

切 取後 土 被 り ：

　 　 35m

駅前広場 整備 工

事 に よる トン初 上

部の 切 取

切 取後土 被 り ：

　 　 6．6皿

トンネル上 部へ の構
造 物基礎 建 設 に

伴 う切土 と基 礎

杭 に近接施工

・地 上 19 階 地

　 下 1階建て
・基礎 杭

　 リバース杭
・トン祁 直上施工

位置平面図

。 。 ク髢
L
：

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 10°

既設 トン ネ ル 防 護 セ ン トル

一

営業 線近 接工 事 L ＝ 589m

ゴル フ場新設に

伴う切取 り　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　
　 　 　 　 　 　 　 既設 ト

既 設 トンネル

新設 構造物

　　　　贐

　　髪へ

　 ！
！！
’ ！
7

．　 　　 E　 E・　　 　 　　 　 N 　　ゆ

　 　 　 Pつ　　一

既設 トンネ ル

新 設構造物

・・　 壽
　　o 　

N

サ
既設 トンネル

影響 予測 ， 実績等

影響予測

BEM 解析

　 　最小幅 0、7m
FEM 解析
・地中変位

　 　0．4 

・内空 変位

　 　1．4 

計測結果
・地中変位

　 　 1．55  

・内空 変位

　 　3．20 

影響予測

発破振動

計 測結果

・振 動速度

　 　O ．3kine
・内空変位

　 　0．1 

・クラック長 さ

　 　変化 無 し

影 響 予測

FEM 弾性解析
・天端 上昇

　 　 十3．0  

・
覆 工 応 カ

　 　ー15kgfXcm2

計測結果

　 ヘアクラックの 進展

影響予測

FEM 弾性解析
・
内 空変位

　 5．95mn 　ma　，JN
・覆 工 応 力

　　 検討無 し

計測結果

　 変状無 し

）

　
）

1

2
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